
逗子市告示第172号 

令和元年逗子市議会第４回定例会を次のとおり招集する。 

  令和元年11月26日 

逗子市長 桐ケ谷  覚 

１ 日 時  令和元年12月３日 午前10時 

２ 場 所  逗子市議会議場 





報告第９号 

 

専決処分の報告について 

 

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第180条第１項の規定により、別紙のとおり専決処

分したので、同条第２項の規定により報告する。 

 

  令和元年12月３日提出 

 

                         逗子市長 桐ケ谷  覚  



専 決 処 分 書 

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第180条第１項の規定により、損害賠償について、

次のとおり専決処分する。 

令和元年９月19日 

逗子市長 桐ケ谷  覚 

１ 賠償の理由 

令和元年８月６日午後２時頃、逗子市沼間４丁目において、学校教育課職員が運転

していた共用車（ニッサンセレナ（横浜505ぬ１-91））が方向転換のためバックした

際、後方の駐車車両に接触し破損させたもので、本市が賠償する責任を負う。 

２ 損害賠償の額 

 55,751円 

３ 賠償の相手方 

逗子市沼間４丁目９番１号 

    根岸 孝 



議案第53号 

専決処分の承認について 

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第1 7 9条第１項の規定により、別紙のとおり専決

処分したので、同条第３項の規定により報告し、承認を求める。 

令和元年12月３日提出 

逗子市長 桐ケ谷 覚 

（提案理由） 

令和元年度逗子市介護保険事業特別会計補正予算（第２号）は、緊急を要したため 

専決処分したので、承認を求めるため提案する。 





専 決 処 分 書 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第1 7 9条第１項の規定により、次のとおり専決処分

する。 

令和元年度逗子市介護保険事業特別会計補正予算（第２号） 

（別紙のとおり） 

令和元年９月26日 

逗子市長 桐ケ谷 覚 





令和元年度 

逗 子 市 介 護 保 険 事 業 特 別 会 計 補 正 予 算 （ 第 ２ 号 ） 

逗 子 市 





 - 1 -

令和元年度逗子市介護保険事業特別会計補正予算（第２号） 

令和元年度逗子市介護保険事業特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによ

る。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ19,914千円を追加し、歳入歳出予算の総

額を歳入歳出それぞれ6,736,086千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 



8 1,286 19,914 21,200

1 繰越金 1,286 19,914 21,200

6,716,172 19,914 6,736,086

第１表　　歳入歳出予算補正

歳　　入

款 計

 千円

項 補正前の額

 千円

繰越金

歳　　入　　合　　計

- 2 -

補　正　額

 千円



5 1,412 19,914 21,326

1 償還金及び還付加算金 1,411 19,914 21,325

6,716,172 19,914 6,736,086

- 3 -

歳　　出

款 計

 千円

項 補正前の額

 千円

補　正　額

 千円

諸支出金

歳　　出　　合　　計





令和元年度 

逗子市介護保険事業特別会計補正予算（第２号）に関する説明書 

逗 子 市 





１　総　　括

（歳　　入）

8 繰越金 1,286 19,914 21,200

6,716,172 19,914 6,736,086歳　　入　　合　　計

- 1 -

歳入歳出補正予算事項別明細書

款 補正前の額 補　正　額 計

 千円  千円  千円

















議案第54号 

専決処分の承認について 

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第1 7 9条第１項の規定により、別紙のとおり専決

処分したので、同条第３項の規定により報告し、承認を求める。 

令和元年12月３日提出 

逗子市長 桐ケ谷 覚 

（提案理由） 

令和元年度逗子市一般会計補正予算（第６号）は、緊急を要したため専決処分したの

で、承認を求めるため提案する。 





専 決 処 分 書 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第1 7 9条第１項の規定により、次のとおり専決処分

する。 

令和元年度逗子市一般会計補正予算（第６号） 

（別紙のとおり） 

令和元年10月１日 

逗子市長 桐ケ谷 覚 





令和元年度 

逗 子 市 一 般 会 計 補 正 予 算 （ 第 ６ 号 ） 

逗 子 市 





 - 1 -

令和元年度逗子市一般会計補正予算（第６号） 

令和元年度逗子市一般会計補正予算（第６号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ16,907千円を追加し、歳入歳出予算の総

額を歳入歳出それぞれ18,622,721千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 



20 340,226 16,907 357,133

1 繰越金 340,226 16,907 357,133

18,605,814 16,907 18,622,721

第１表　　歳入歳出予算補正

歳　　入

款 計

 千円

項 補正前の額

 千円

繰越金

歳　　入　　合　　計

- 2 -

補　正　額

 千円



2 2,604,895 16,907 2,621,802

1 総務管理費 2,090,381 16,907 2,107,288

18,605,814 16,907 18,622,721

 千円

補　正　額

 千円

総務費

歳　　出　　合　　計

- 3 -

歳　　出

款 計

 千円

項 補正前の額





令和元年度 

逗 子 市 一 般 会 計 補 正 予 算 （ 第 ６ 号 ） に 関 す る 説 明 書 

逗 子 市 





１　総　　括

（歳　　入）

20 繰越金 340,226 16,907 357,133

18,605,814 16,907 18,622,721歳　　入　　合　　計

- 1 -

歳入歳出補正予算事項別明細書

款 補正前の額 補　正　額 計

 千円  千円  千円

















議案第55号 

専決処分の承認について 

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第1 7 9条第１項の規定により、別紙のとおり専決

処分したので、同条第３項の規定により報告し、承認を求める。 

令和元年12月３日提出 

逗子市長 桐ケ谷 覚 

（提案理由） 

令和元年度逗子市一般会計補正予算（第７号）は、緊急を要したため専決処分したの

で、承認を求めるため提案する。 





専 決 処 分 書 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第1 7 9条第１項の規定により、次のとおり専決処分

する。 

令和元年度逗子市一般会計補正予算（第７号） 

（別紙のとおり） 

令和元年10月８日 

逗子市長 桐ケ谷 覚 





令和元年度 

 

 

逗 子 市 一 般 会 計 補 正 予 算 （ 第 ７ 号 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

逗 子 市 





  - 1 -

 

 

令和元年度逗子市一般会計補正予算（第７号） 

 

令和元年度逗子市一般会計補正予算（第７号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ11,902千円を追加し、歳入歳出予算の総

額を歳入歳出それぞれ18,634,623千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 



20 357,133 11,902 369,035

1 繰越金 357,133 11,902 369,035

18,622,721 11,902 18,634,623

第１表　　歳入歳出予算補正

歳　　入

款 計

 千円

項 補正前の額

 千円

繰越金

歳　　入　　合　　計

- 2 -

補　正　額

 千円



7 1,356,787 10,362 1,367,149

3 道路橋りょう費 344,088 10,362 354,450

9 1,351,847 1,540 1,353,387

2 小学校費 410,703 1,540 412,243

18,622,721 11,902 18,634,623

補正前の額

 千円

補　正　額

 千円

土木費

教育費

歳　　出　　合　　計

- 3 -

歳　　出

款 計

 千円

項





令和元年度 

 

 

逗 子 市 一 般 会 計 補 正 予 算 （ 第 ７ 号 ） に 関 す る 説 明 書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

逗 子 市 





１　総　　括

（歳　　入）

20 繰越金 357,133 11,902 369,035

18,622,721 11,902 18,634,623歳　　入　　合　　計

- 1 -

歳入歳出補正予算事項別明細書

款 補正前の額 補　正　額 計

 千円  千円  千円

















議案第56号 

逗子市福祉会館の指定管理者の指定について 

逗子市福祉会館の指定管理者を次のように指定する。 

１ 施設の名称及び所在地 

（名 称） 逗子市福祉会館 

 （所在地） 逗子市桜山５丁目32番１号 

２ 指定管理者 

（名 称） 社会福祉法人逗子市社会福祉協議会 会長 若菜敏孝 

（所在地） 逗子市桜山５丁目32番１号 

３ 指定の期間 

令和２年４月１日から令和７年３月31日まで 

令和元年12月３日提出 

逗子市長 桐ケ谷 覚 

（提案理由） 

逗子市福祉会館の指定管理者を指定したいので、地方自治法（昭和22年法律第67号）

第2 4 4条の２第６項及び逗子市福祉会館条例（平成17年逗子市条例第22号）第９条第２

項の規定により提案する。 





議案第57号 

 

   逗子市印鑑条例の一部改正について 

 

 逗子市印鑑条例の一部を次のように改正する。 

 

  令和元年12月３日提出 

 

                           逗子市長 桐ケ谷  覚 

 

   逗子市印鑑条例の一部を改正する条例 

 

 逗子市印鑑条例（昭和51年逗子市条例第７号）の一部を次のように改正する。 

 第２条ただし書を次のように改める。 

  ただし、次に掲げる者については、印鑑の登録を受けることができないものとする。 

 ⑴ 15歳未満の者 

 ⑵ 意思能力を有しない者（前号に掲げる者を除く。） 

 第11条第１項第６号を次のように改める。 

 ⑹ 意思能力を有しない者となったとき。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

（提案理由） 

 成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための関係法律の整備に関

する法律（令和元年法律第37号）の公布に伴い、印鑑登録証明事務処理要領（昭和49年

自治振第10号自治省行政局振興課長から各都道府県総務部長あて通知）の一部が改正さ

れることから、印鑑登録資格の改正の要あるため提案する。 





議案第58号 

 

逗子市保育所条例の一部改正について 

 

逗子市保育所条例の一部を次のように改正する。 

 

令和元年12月３日提出 

 

                           逗子市長 桐ケ谷  覚 

 

逗子市保育所条例の一部を改正する条例 

 

逗子市保育所条例（昭和27年逗子市条例第６号）の一部を次のように改正する。 

第４条を削り、第５条を第４条とし、第６条を第５条とし、第７条を第６条とする。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

（提案理由） 

 子ども・子育て支援法の一部を改正する法律（令和元年法律第７号）の施行に伴い、

関係する規定について、改正の要あるため提案する。 





議案第59号 

逗子市放課後児童クラブ条例の一部改正について 

逗子市放課後児童クラブ条例の一部を次のように改正する。 

令和元年12月３日提出 

逗子市長 桐ケ谷  覚 

逗子市放課後児童クラブ条例の一部を改正する条例 

逗子市放課後児童クラブ条例（平成23年逗子市条例第27号）の一部を次のように改正

する。 

第18条第２項中「保育料は、」の次に「開所時間のうち」を加え、「月額12,000円以

内」を「月額17,500円以内」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和２年７月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の逗子市放課後児童クラブ条例の規定は、令和２年７月分の

保育料から適用し、令和２年６月分までの保育料については、なお従前の例による。 

（提案理由） 

 逗子市放課後児童クラブに係る利用者負担の適正化及び公平性を図るに当たり、改正

の要あるため提案する。 





議案第60号 

逗子市コミュニティセンター条例の一部改正について 

逗子市コミュニティセンター条例の一部を次のように改正する。 

令和元年12月３日提出 

逗子市長 桐ケ谷  覚 

逗子市コミュニティセンター条例の一部を改正する条例 

逗子市コミュニティセンター条例（平成26年逗子市条例第36号）の一部を次のように

改正する。 

第５条第１項中「午後９時まで」を「午後５時まで」に改める。 

附 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

（提案理由） 

逗子市コミュニティセンターの開館時間の変更により経費の削減等を図ることに伴い、

改正の要あるため提案する。 





議案第61号 

逗子文化プラザ市民交流センター条例の一部改正について 

逗子文化プラザ市民交流センター条例の一部を次のように改正する。 

令和元年12月３日提出 

逗子市長 桐ケ谷  覚 

逗子文化プラザ市民交流センター条例の一部を改正する条例 

逗子文化プラザ市民交流センター条例（平成26年逗子市条例第18号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第14条第１項中「午前９時から午後９時まで」を「次に掲げる時間」に改め、同項に

次の各号を加える。 

⑴ 月曜日から土曜日まで 午前９時から午後９時まで

⑵ 日曜日 午前９時から午後６時まで

附 則

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

（提案理由） 

 逗子文化プラザ市民交流センターの開館時間の変更により経費の削減等を図ることに

伴い、改正の要あるため提案する。 





議案第62号 

逗子市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部改正について 

 逗子市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を次のように改正

する。 

  令和元年12月３日提出 

逗子市長 桐ケ谷  覚 

逗子市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条

例 

 逗子市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例（平成13年逗子市条例第

10号）の一部を次のように改正する。 

別表第１（第３条関係）に次のように加える。 

沼間三丁目公共公益施設整

備地区地区計画区域 

都市計画法第20条第１項の規定により告示された沼間

三丁目公共公益施設整備地区地区計画のうち地区整備

計画が定められている区域 

別表第２（第４条―第11条関係）に次のように加える。 

沼間三丁目公共公益施設整備地区地区整備計画区域 

計画地区 Ａ地区 

１ 建築物の用途の制限 次に掲げる建築物以外のもの 

ア 病院 

イ 薬剤師が販売又は授与の目的で調剤の業務の用

に供する店舗 

ウ 日用品及び医療関連用品の販売を主たる目的と

する店舗（主に外来若しくは入院患者、見舞客又



は病院業務従事者その他の病院利用者の利用に供

するものに限る。） 

エ 保育所 

オ 自動車車庫及び自転車駐車場 

カ 公共交通（タクシーを含む。）の運用に供する建

築物 

キ アからカまでに掲げる建築物に附属するもの 

２ 容積率の最高限度 

３ 建ぺい率の最高限度 

４ 建築物の敷地面積の最

低限度 

５ 壁

面

の

位

置

の

制

限 

（１） 距離 建築物の外壁又はこれに代わる柱の面は、計画図（都市

計画法第14条第１項に規定する計画図をいう。）に示す

壁面の位置の制限を超えて建築してはならない。 

（２） 適 用 除

外 の 建

築物 

ア 外壁又はこれに代わる柱の中心線の長さの合計が

３ｍ以下であるもの 

イ 出窓又はフラワーボックス 

ウ 物置その他これに類する用途（自動車車庫を除

く。）に供し、軒の高さが2.3ｍ以下で、かつ、床面

積の合計が５㎡以内であるもの 

エ 自動車車庫で地盤面からの建築物の高さが2.5ｍ以

下であるもの 

６ 建築物の高さの最高限

度 

建築物の高さは20ｍを超えないものとする。 

７ 建築物の形態又は意匠

の制限 

８ 垣又はさくの構造の制

限 

附 則 

この条例は、令和２年１月１日から施行する。 



（提案理由） 

 都市計画法（昭和43年法律第1 0 0号）第19条第１項の規定に基づく「沼間三丁目公共

公益施設整備地区地区計画」の都市計画決定により、地区計画の区域内における建築物

の制限等に係る規定の整備を行うに当たり、改正の要あるため提案する。 





議案第63号 

 

   逗子市都市公園条例の一部改正について 

 

 逗子市都市公園条例の一部を次のように改正する。 

 

  令和元年12月３日提出 

 

                           逗子市長 桐ケ谷  覚 

 

   逗子市都市公園条例の一部を改正する条例 

 

逗子市都市公園条例（昭和49年逗子市条例第13号）の一部を次のように改正する。 

別表第３（第６条関係）を次のように改める。 

別表第３（第６条関係） 

都市公園

の名称 

有料の公園

施設の種類 

休場日 開場時間 

第一運動

公園 

テニスコート 

野球場 

弓道場 

⑴ 月曜日（国民の祝日に

関する法律（昭和23年法

律第1 7 8号）に規定する

休日（以下「休日」とい

う。）を除く。） 

⑵ 12月28日から翌年１月

３日まで 

午前９時から午後５時ま

で。ただし、野球場及び

弓道場は４月１日から８

月31日までの土曜日、日

曜日、休日については午

前８時から午後６時ま

で、テニスコートは５月

15日から８月15日までは

午前９時から午後７時ま

で 

水泳プール １月１日から７月15日まで

及び９月１日から12月31日 

午前８時30分から午後５

時30分まで 



  まで  

駐車場  午前７時30分から午後９

時15分まで 

大型自動車

用駐車場 

⑴ 月曜日（休日を除く。） 

⑵ 12月28日から翌年１月

３日まで 

午前８時30分から午後９

時15分まで。ただし、４

月１日から８月31日まで

の土曜日、日曜日、休日

については午前７時45分

から午後９時15分まで 

池子の森

自然公園 

 

 

 

4 0 0メート

ルトラック 

テニスコー

ト 

野球場（大） 

野球場（小） 

⑴ 月曜日（休日を除く。） 

⑵ 12月28日から翌年１月

３日まで 

午前９時から午後９時ま

で。ただし、4 0 0メート

ルトラックの個人使用に

ついては午前９時から日

没まで 

駐車場 午前８時45分から午後９

時15分まで 

蘆花記念

公園 

 

 

 

郷土資料館 

 

⑴ 月曜日。この日が休日

に当たるときは、その翌

日以後の最初の平日 

⑵ 12月28日から翌年１月

３日まで 

午前９時から午後４時まで 

小坪飯島

公園 

水泳プール １月１日から７月15日まで

及び９月１日から12月31日

まで 

午前８時30分から午後５

時30分まで 

 備考 市長は特に必要があると認めるときは、休場日及び開場時間を臨時に変更し、

又は臨時に休場日を定めることができる。 

   附 則 

 この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

 



 

（提案理由） 

逗子市都市公園有料の公園施設の休場日及び開場時間の変更により経費の削減等を図

ることに伴い、改正の要あるため提案する。 





議案第64号 

逗子市下水道条例の一部改正について 

逗子市下水道条例の一部を次のように改正する。 

  令和元年12月３日提出 

逗子市長 桐ケ谷  覚 

逗子市下水道条例の一部を改正する条例 

逗子市下水道条例（昭和47年逗子市条例第19号）の一部を次のように改正する。 

第５条第４項第１号を次のように改める。 

⑴ 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者

第５条第４項中第４号を第５号とし、第３号の次に次の１号を加える。 

⑷ 精神の機能の障害により排水設備等の新設等の工事の事業を適正に営むに当たっ

て必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行うことができない者 

第５条第７項に次の１号を加える。 

⑺ 第４項第１号若しくは第４号又は第５号のいずれかに該当するに至ったとき。

第６条の２第４項第１号を次のように改める。 

⑴ 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者

 第６条の２第４項第２号中「第７項」を「第８項」に改め、同項中第３号を第４号と

し、第２号の次に次の１号を加える。 

⑶ 精神の機能の障害により責任技術者の職務を適正に行うに当たって必要な認知、

判断及び意思疎通を適切に行うことができない者 

 第６条の２第７項を同条第８項とし、同条第６項中「責任技術者から前項」を「前２

項」に改め、同項を同条第７項とし、同条第５項の次に次の１項を加える。 

６ 責任技術者又はその法定代理人若しくは同居の親族は、当該責任技術者が精神の機

能の障害を有することにより認知、判断及び意思疎通を適切に行うことができない状



態となったときは、市長に届け出なければならない。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

（提案理由） 

 成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための関係法律の整備に関

する法律（令和元年法律第37号）の公布に伴い、成年被後見人等に係る欠格条項を設け

ている規定等の整備を行うに当たり、改正の要あるため提案する。 



議案第65号 

逗子市立体育館条例の一部改正について 

逗子市立体育館条例の一部を次のように改正する。 

令和元年12月３日提出 

逗子市長 桐ケ谷  覚 

逗子市立体育館条例の一部を改正する条例 

逗子市立体育館条例（平成25年逗子市条例第13号）の一部を次のように改正する。 

第13条第２項第１号を次のように改める。 

⑴ 月曜日（ただし、国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第1 7 8号）に規定する

休日を除く。） 

第13条第３項を削る。 

附 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

（提案理由） 

逗子市立体育館の休館日の変更により経費の削減等を図ることに伴い、改正の要ある

ため提案する。 





令和元年度 

逗 子 市 一 般 会 計 補 正 予 算 （ 第 ８ 号 ） 

逗 子 市 





 － 1 － 

議案第66号 

令和元年度逗子市一般会計補正予算（第８号） 

令和元年度逗子市の一般会計補正予算（第８号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ180,073千円を追加し、歳入歳出予算の総

額を歳入歳出それぞれ18,814,696千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費の補正） 

第２条 繰越明許費の追加は、「第２表 繰越明許費補正」による。 

（地方債の補正） 

第３条 地方債の変更は、「第３表 地方債補正」による。 

令和元年12月３日提出 

逗子市長 桐ケ谷 覚 





15 2,610,713 62,529 2,673,242

1 国庫負担金 2,256,235 61,293 2,317,528

2 国庫補助金 341,485 1,236 342,721

16 1,234,745 1,835 1,236,580

1 県負担金 849,984 1,835 851,819

18 45,502 28,860 74,362

1 寄附金 45,502 28,860 74,362

19 360,802 1,598 362,400

1 基金繰入金 360,802 1,598 362,400

20 369,035 74,444 443,479

1 繰越金 369,035 74,444 443,479

21 202,496 2,307 204,803

4 雑入 158,492 2,307 160,799

22 965,200 8,500 973,700

1 市債 965,200 8,500 973,700

18,634,623 180,073 18,814,696

補　正　額

 千円

第１表　　歳入歳出予算補正

歳　　入

款 計

 千円

項 補正前の額

 千円

市債

歳　　入　　合　　計

- 3 -

国庫支出金

県支出金

寄附金

繰入金

繰越金

諸収入



1 221,963 △591 221,372

1 議会費 221,963 △591 221,372

2 2,621,802 88,854 2,710,656

1 総務管理費 2,107,288 90,529 2,197,817

2 徴税費 288,457 5,172 293,629

3 戸籍住民基本台帳費 127,263 △1,569 125,694

4 選挙費 73,630 △771 72,859

5 統計調査費 13,798 △4,549 9,249

6 監査委員費 11,366 42 11,408

3 8,447,396 96,557 8,543,953

1 社会福祉費 4,261,318 208 4,261,526

2 児童福祉費 3,385,080 6,318 3,391,398

3 生活保護費 800,996 90,031 891,027

4 1,649,749 667 1,650,416

1 保健衛生費 561,248 △1,793 559,455

2 清掃費 1,088,501 2,460 1,090,961

5 20,423 3,835 24,258

1 農業費 6,621 191 6,812

2 水産業費 13,802 3,644 17,446

6 128,256 2,130 130,386

1 商工費 128,256 2,130 130,386

7 1,367,149 34,184 1,401,333

1 環境保全費 296,234 17,067 313,301

2 土木管理費 88,632 △1,034 87,598

3 道路橋りょう費 354,450 6,930 361,380

4 河川費 8,428 1,669 10,097

歳　　出

款 計

 千円

項 補正前の額

 千円

補　正　額

 千円

議会費

総務費

民生費

衛生費

農林水産業費

商工費

土木費

- 4 -



5 都市計画費 599,957 11,344 611,301

6 住宅費 19,448 △1,792 17,656

8 877,398 △34,975 842,423

1 消防費 877,398 △34,975 842,423

9 1,353,387 △10,588 1,342,799

1 教育総務費 287,644 △2,645 284,999

2 小学校費 412,243 △5,784 406,459

3 中学校費 287,458 △619 286,839

4 社会教育費 277,555 △1,408 276,147

5 保健体育費 88,487 △132 88,355

18,634,623 180,073 18,814,696

 千円  千円

款 項 補正前の額 補　正　額

- 5 -

計

 千円

消防費

教育費

歳　　出　　合　　計



第２表　繰越明許費補正

１　追　加 （単位　千円）

第３表　地方債補正

１　変　更 （単位　千円）

緑 地 安 全 対 策 事 業 債 2,300 － － － 10,800

起 債 の 目 的
補　　正　　前 補　　正　　後

限度額
起債の
方法

利率

－ － －

償還の
方法

償還の
方法

限度額
起債の
方法

利率

款 項 事　業　名 金　　額

３　民生費 ２　児童福祉費 放課後児童クラブ事業 4,290

- 6 -



令和元年度 

逗 子 市 一 般 会 計 補 正 予 算 （ 第 ８ 号 ） に 関 す る 説 明 書 

逗 子 市 





１　総　　括

（歳　　入）

15 国庫支出金 2,610,713 62,529 2,673,242

16 県支出金 1,234,745 1,835 1,236,580

18 寄附金 45,502 28,860 74,362

19 繰入金 360,802 1,598 362,400

20 繰越金 369,035 74,444 443,479

21 諸収入 202,496 2,307 204,803

22 市債 965,200 8,500 973,700

18,634,623 180,073 18,814,696歳　　入　　合　　計

- 1 -

歳入歳出補正予算事項別明細書

款 補正前の額 補　正　額 計

 千円  千円  千円



































































＊職員数欄の（　　）内の数字は、短時間勤務職員の人数（外数）

△ 3,709 △ 3,893
(△2)

560,680 3,931,339
(52)

比    　較
1

0 △ 40,327 40,143 △ 184

556,971 3,927,446
(50)

補 正 前
403

0 1,666,809 1,703,850 3,370,659

補 正 後
404

0 1,626,482 1,743,993 3,370,475

合　　計
　　　　　（千円）

備　　考報　　　酬
　　　　　（千円）

給　　　料
　　　　（千円）

職 員 手 当
　　　　　（千円）

計
　　　　 （千円）

2　一　般　職

（１）総　　　括

区　　分 職　員　数
　　　　　　（人）

給　　　　与　　　　費

共 済 費
　　　　　（千円）

△ 1,541 △ 1,375 △ 2,916

0

計 0 0 0
△ 1,541

0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0
0.00

（市長）△1.075
（副市長）0.00
（教育長）0.00

議 員 0 0 0
0

0

0 0 △ 1,541 △ 1,375 △ 2,916

比
　
　
　
較

長 等 0 0 0

△ 1,541

そ の 他 の
特 別 職

0 0 0

312,965 38,092 351,057

157,434

計 928 244,177 20,430
46,276

2,044 38

0 0 0 157,434 0

0 122,742 31,837 154,579
3.9425

（市長）3.15
（副市長）3.35
（教育長）3.55

議 員 17 86,743 0
35,999

0

2,044 38 32,789 6,255 39,044

補
 

正
 

前

長 等 3 0 20,430

10,277

そ の 他 の
特 別 職

908 157,434 0

311,424 36,717 348,141

157,434

計 928 244,177 20,430
44,735

2,044 38

0 0 0 157,434 0

0 122,742 31,837 154,579
3.9425

（市長）2.075
（副市長）3.35
（教育長）3.55

議 員 17 86,743 0
35,999

0

2,044 38 31,248 4,880 36,128

補
 

正
 

後

長 等 3 0 20,430

8,736

そ の 他 の
特 別 職

908 157,434 0

期 末 手 当 （千円）
地域手当
　　（千円）

通勤手当
　　（千円）

計
　　（千円）年 間 支 給 率 （月分）

給　　与　　費　　明　　細　　書

１　特　別　職

区 分 職員数

　　 （人）

給　　　　　与　　　　　費　　

共済費

　　（千円）

合　　計

　　（千円）

備 考報　　酬
　　（千円）

給　　料
　　（千円）

- 34 -



（単位　千円）

　　（２）給料及び職員手当の増減額の明細

職員数の増減状況

調整等

人 人 人

（ ） ( ) （ ）

人 人 人

（ ） ( ) （ ）

人 人 人

（ ） ( ) （ ）

調整等

給
　
　
料

管 理 職 手 当 △ 834

期 末 勤 勉 手 当 △ 10,820

特 殊 勤 務 手 当 △ 310 退 職 手 当 48,732

通 勤 手 当 △ 1,023

夜 間 勤 務 手 当 △ 142

住 居 手 当 △ 1,176 休 日 勤 務 手 当 1,610

△ 4,663

増減額（千円）

増減分 に伴う計数の 扶 養 手 当 △ 1,547 時間外勤務手当 10,316

△ 3 1 △ 2

職

員

手

当

40,143 その他の 40,143 職員の配置・異動 増減額（千円）

地 域 手 当

49 3 52

増 減 △ 11 12 1

46 4 50

前 年 度 417 △ 14 403

現 に 在 職 ) （その他） （計）
す る 職 員 数

本 年 度 406 △ 2 404

△ 40,327 その他の △ 40,327 職員の配置・異動

  (
増減分 に伴う計数の

区 分 増  減  額
　　　　 （千円）

増 減 事 由 別 内 訳
　　　  　　　　　　     　（千円）

説    明 備　　　　　　　　　　　　　　　　　考

比    較 10,316 △ 142 1,610 △ 10,820 48,732

補 正 前 118,822 12,933 61,515 665,401 422,734

補 正 後 129,138 12,791 63,125 654,581 471,466

△ 834

補 正 前 49,164

区　　分 時間外勤務手当 夜間勤務手当 休日勤務手当 期末勤勉手当 退職手当

比    較 △ 1,547 △ 4,663 △ 1,176 △ 1,023 △ 310

208,143 68,760 38,758 6,217

特殊勤務手当 管理職手当

50,569

51,403

補 正 後 47,617 203,480 67,584 37,735 5,907

職員手当

の 内 訳

区　　分 扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当
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　　（３）給料及び職員手当の状況

　　ア　職員一人当たり給与

　　イ　初　　任　　給

大 学 卒 182,700 182,200

169,900

短 大 卒 167,600 160,100

高 校 卒 155,800 155,800 167,600 150,600 147,900

区　　　分 一般行政職（１）
　　　　　　　　　　（円）

一般行政職（２）
　　　　　　　　　　（円）

消　　防　　職
　　　　　　　　（円）

国　　　の　　　制　　　度

一般行政職（１）
　　　　　　　　　　（円）

一般行政職（２）
　　　　　　　　　　（円）

公　安　職
　　　　　　　　（円）

平 均 年 齢 （ 歳 ） 42.6 51.1 38.9

平 均 給 与 月 額 （ 円 ） 361,754 391,060 357,904

38.0

30 年 10 月 1 日 現 在

平 均 給 料 月 額 （ 円 ） 313,944 337,660 306,619

301,488

平 均 給 与 月 額 （ 円 ） 368,452 394,034 352,618元 年 10 月 1 日 現 在

平 均 給 料 月 額 （ 円 ） 320,097 340,689

平 均 年 齢 （ 歳 ） 43.4 51.8

区　　　　　　　　　　　　　　　　分 一 般 行 政 職 （ １ ） 一 般 行 政 職 （ ２ ） 消 防 職
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　　ウ　級別職員数

（級別の基準となる職務）

主 事 ２ 級 主 事 補 １ 級

５ 級 主 任 ４ 級 主 事 ３ 級

区 分 級 区 分 級

級 区 分 級

部 長
次 長
参 事

８ 級

課 長
担当課長
主 幹
課長補佐

７ 級 副 主 幹 ６ 級

係 長

専 任 主 査

主 査

＊職員数欄の（　　）内の数字は、短時間勤務職員の人数（外数）

区 分 級 区 分 級 区 分 級 区 分 級 区 分

計
89 100.0

(22) (100.0) (24) (100.0) (3) (100.0)
計

265 100.0
計

63 100.0

１ 級 8 9.0
(5) (22.7)

１ 級
10 3.8

２ 級 20 22.5
(3) (13.6)

２ 級
74 27.9

３ 級
13 14.6

(11) (50.0) (16) (66.7) (3) (100.0)

9.0
(1) (4.6)

３ 級
44 16.6

１ 級
2 3.3

２ 級 4 6.3 ４ 級 8

26 29.2
(2) (9.1) (8) (33.3)

6 6.7

５ 級
56 21.1

３ 級
4 6.3

５ 級

７ 級 6 6.7

６ 級 18 6.8 ４ 級 13 20.6 ６ 級

1.6 ８ 級 2 2.3

７ 級 32 12.1 ５ 級 39 61.9

30 年 10 月 1 日 現 在

８ 級 19 7.2 ６ 級 1

４ 級
12 4.5

計
87 100.0

(16) (100.0) (23) (100.0) (7) (100.0)
計

258 100.0
計

61 100.0

１ 級 8 9.2
(5) (31.2)

１ 級
6 2.3

２ 級 21 24.1２ 級
64 24.8
(2) (12.5)

3.2
３ 級

15 17.2
(69.6) (7) (100.0)

３ 級
42 16.3

１ 級
2

(6) (37.5) (16)

3.3 ４ 級 8 9.2
(1) (6.3)

４ 級
22 8.5

２ 級 2

22 25.3
(2) (12.5) (7) (30.4)

5 5.8

５ 級
49 19.0

３ 級
4 6.6

５ 級

７ 級 6 6.9

６ 級 25 9.7 ４ 級 14 23.0 ６ 級

4.9 ８ 級 2 2.3

７ 級 30 11.6 ５ 級 36 59.0

構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

元 年 10 月 1 日 現 在

８ 級 20 7.8 ６ 級 3

区　　　　　分
一般行政職（１） 一般行政職（２） 消　　　　防　　　　職

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人）
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　　エ　期末手当・勤勉手当

　　オ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

　　カ　地　域　手　当

支給対象職員数 ・管理職　59
・その他　395

（人）

 国の指定基準
に基づく支給率 15

　（％）

支 給 対 象 地 域 全 地 域

　支　 　 給　  　率 ・管理職　11
・その他　12

（％）

国の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定 年 前 早 期
退 職 特 例 措 置
（ 2% 〜 20% 加 算 ）

その他の加算措置等 備 考

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定 年 前 早 期
退 職 特 例 措 置
（ 2% 〜 20% 加 算 ）

＊支給期別支給率欄の（　　）内の数字は、再任用職員の支給率

区 分  ２０年勤続の者

（ 月 分 ）

 ２５年勤続の者

（ 月 分 ）

 ３５年勤続の者

（ 月 分 ）

 最 高 限 度

（ 月 分 ）

国の制度
2.225 2.275 4.50

有
(1.175) (1.175) (2.35)

補 正 前

・管理職　2.000
・その他　2.025

・管理職　2.000
・その他　2.025

・管理職　4.00
・その他　4.05 有 給与削減あり

(1.065) (1.065) (2.13)

補 正 後

・管理職　2.000
・その他　2.025

・管理職　2.000
・その他　2.025

・管理職　4.00
・その他　4.05 有 給与削減あり

(1.065) (1.065) (2.13)

区 分

支 給 期 別 支 給 率

 支 給 率 計

　　　　  （月分）

 職制上の段階、職務の
 級等による加算措置

備　　　　　　考

６月 １２月

(月分) (月分)
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　　キ　特殊勤務手当

　　ク　その他の手当

＊国の扶養手当は、平成31年度中の経過措置の内容

通 勤 手 当 同 じ （支給限度　55,000 円） （支給限度　55,000 円）

扶 養 手 当 一 部 異 な る

・配偶者　１３，７００ 円
・子又は父母等のうち２人まで

７，６００ 円
（配偶者がいない場合１人まで

１１，０００ 円）
・ 子又は父母等のうち３人目から

６，５００ 円

・配偶者　６，５００ 円
（８級以上　３，５００円）

・子　１０，０００ 円
・父母等　６，５００ 円

（８級以上　３，５００円）
（配偶者がいない場合も

上記同額）

住 居 手 当 一 部 異 な る 支給限度　30,000 円 支給限度　28,000 円

代表的な特殊勤務手当の名称 税務手当、保健指導手当、福祉業務手当

区 分
国の制度

との異同

差 異 の 内 容

逗 子 市 国

給料総額に 対する比率 （ ％ ）

（ 元 年 10 月 1 日 現 在 ）
0.3 0.2 0.5 0.7

支 給 対 象 職 員 の 比 率 （ ％ ）

（ 元 年 10 月 1 日 現 在 ）
29.1 20.9 35.0 49.4

区 分 全 職 種

代 表 的 な 職 種

一般行政職（１） 一般行政職（２） 消　　防　　職
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（款）３　民生費
（項）２　児童福祉費

（目）２　児童育成費
（事業１）３　地域子ども・子育て支援事業費

（事業２）８　放課後児童クラブ事業

4,290 13 委託料 4,290
　事業に６月程度の期間を要し、年度
内に完了する見込みがないため。

計 4,290 計 4,290

繰　越　明　許　費　に　関　す　る　調　書

（単位　千円）

関　係　予　算
左のうち繰り越さなければ
な ら な い も の

繰　越　事　由

13 委託料
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（単位　千円）

当該年度中増減見込み

当 該 年 度 中
起 債 見 込 額

当該年度中元
金償還見込額

１

(1) 総 務 734,282 674,462 5,200 90,297 589,365

(2) 民 生 526,522 504,332 27,269 477,063

(3) 衛 生 446,919 403,711 45,281 358,430

(4) 清 掃 1,753,095 1,460,678 293,588 1,167,090

(5) 農 林 水 産 52,071 51,500 51,500

(6) 商 工 10,006 8,044 1,981 6,063

(7) 土 木 2,309,277 2,322,130 121,500 108,639 2,334,991

(8) 公 営 住 宅 675,913 906,519 63,285 843,234

(9) 消 防 284,536 316,289 45,641 270,648

(10)教 育 2,111,594 2,022,805 47,000 256,439 1,813,366

２

(1) 土 木 1,592 799 799

３

(1) 減 税 補 て ん 債 453,142 358,397 81,959 276,438

(2) 臨時税収補てん債

(3) 臨時財政対策債 9,749,690 9,972,532 800,000 694,538 10,077,994

(4) 退 職 手 当 債 278,000 160,000 88,000 72,000

19,386,639 19,162,198 973,700 1,797,716 18,338,182

前 年 度 末
現在高見込額

当該年度末現
在 高 見 込 額

計

そ の 他

普 通 債

前 々 年 度末
現 在 高

区　　　分

災 害 復 旧 債

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及

び当該年度末における現在高の見込みに関する調書
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令和元年度 

逗子市国民健康保険事業特別会計補正予算（第１号） 

逗 子 市 





 － 1 － 

議案第67号 

令和元年度逗子市国民健康保険事業特別会計補正予算（第１号） 

令和元年度逗子市の国民健康保険事業特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところ

による。 

なお、今年度の逗子市国民健康保険事業特別会計補正予算全体における元号の表示につい

ては、「令和」に統一する。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ1,021千円を追加し、歳入歳出予算の総

額を歳入歳出それぞれ6,493,721千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

令和元年12月３日提出 

逗子市長 桐ケ谷 覚 



2 1 862 863

1 国庫補助金 1 862 863

5 632,237 159 632,396

1 一般会計繰入金 582,237 159 582,396

6,492,700 1,021 6,493,721

国庫支出金

繰入金

歳　　入　　合　　計

- 2 -

補　正　額

 千円

第１表　　歳入歳出予算補正

歳　　入

款 計

 千円

項 補正前の額

 千円



1 101,738 1,021 102,759

1 総務管理費 97,693 1,021 98,714

6,492,700 1,021 6,493,721

 千円

補　正　額

 千円

総務費

歳　　出　　合　　計

- 3 -

歳　　出

款 計

 千円

項 補正前の額





令和元年度 

逗子市国民健康保険事業特別会計補正予算（第１号）に関する説明書 

逗 子 市 



 



１　総　　括

（歳　　入）

2 国庫支出金 1 862 863

5 繰入金 632,237 159 632,396

6,492,700 1,021 6,493,721歳　　入　　合　　計

- 1 -

歳入歳出補正予算事項別明細書

款 補正前の額 補　正　額 計

 千円  千円  千円















＊職員数欄の（　　）内の数字は、短時間勤務職員の人数（外数）

（単位　千円）

補 正 後 9,960

比    較 △ 163

区　　分 期末勤勉手当

職員手当

の 内 訳

給　　与　　費　　明　　細　　書

補 正 前 10,123

１　一　般　職

（１）総　　　括

区　　分 職　員　数
　　　　　　（人）

給　　　　与　　　　費

共 済 費
　　　　　（千円）

合　　計
　　　　　（千円）

備　　考報　　　酬
　　　　　（千円）

給　　　料
　　　　（千円）

職 員 手 当
　　　　　（千円）

計
　　　　 （千円）

補 正 後
7

0 24,691 20,666 45,357 9,579 54,936
(0)

補 正 前
7

0 25,170 20,475 45,645 9,132 54,777
(0)

比    　較
0

0 △ 479 191 △ 288 447 159
(0)

区　　分 扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当 時間外勤務手当

562

管理職手当

864

864

補 正 後 668 3,087 900 421

0

補 正 前 407

比    較 261 △ 26

4,766

3,966

800△ 540 △ 141

3,113 1,440
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　　（２）給料及び職員手当の増減額の明細

職員数の増減状況

調整等

人 人 人

（ 0 ） ( 0 ) （ 0 ）

人 人 人

（ 0 ） ( 0 ) （ 0 ）

人 人 人

（ ） ( 0 ) （ ）

調整等

191

△ 479

区 分 増  減  額
　　　　 （千円）

増 減 事 由 別 内 訳
　　　  　　　　　　     　（千円）

説    明 備　　　　　　　　　　　　　　　　　考

給
　
　
　
　
　
料

その他の △ 479 職員配置・異動

増減分 に伴う計数の

  ( 現 に 在 職 ) （その他） （計）
す る 職 員 数

本 年 度 9 △ 2 7

前 年 度 7 0 7

増 減 2 △ 2 0

0 0

その他の 191 職員配置・異動 増減額（千円） 増減額（千円）

増減分 に伴う計数の 扶 養 手 当 261 期 末 勤 勉 手 当 △ 163

地 域 手 当 △ 26

住 居 手 当 △ 540

△ 141

管 理 職 手 当

時 間 外 勤 務 手 当 800

職
　
員
　
手
　
当

通 勤 手 当

- 9 -



　　（３）給料及び職員手当の状況

　　ア　職員一人当たり給与

　　イ　初　　任　　給

区　　　　　　　　　　　　　　　　分 一 般 行 政 職 （ １ ）

元 年 10 月 1 日 現 在

平 均 給 料 月 額 （ 円 ） 284,122

平 均 給 与 月 額 （ 円 ） 325,538

平 均 年 齢 （ 歳 ） 41.8

30 年 10 月 1 日 現 在

平 均 給 料 月 額 （ 円 ） 297,129

平 均 給 与 月 額 （ 円 ） 338,725

平 均 年 齢 （ 歳 ） 38.0

区　　　分 一般行政職（１）
　　　　　　　　　　（円）

国の制度

一般行政職（１）
　　　　　　　　　　（円）

高 校 卒 155,800 150,600

短 大 卒 167,600 160,100

大 学 卒 182,700 182,200

- 10 -



　　ウ　級別職員数

（級別の基準となる職務）

主 事 ３ 級

区 分 級

区　　　　　分
一般行政職（１）

級 職員数（人） 構成比（％）

元年10 月 1 日 現在

８ 級 0 0.0

７ 級 1 11.1

６ 級 0 0.0

５ 級 1 11.1

４ 級 1 11.1

３ 級 2 22.2

２ 級 2 22.2

１ 級 2 22.3

計 9 100.0

30 年10 月1 日 現在

８ 級 0 0.0

７ 級 1 14.3

６ 級 1 14.3

５ 級 0 0.0

４ 級 1 14.3

３ 級 1 14.3

２ 級 3 42.8

１ 級 0 0.0

計 7 100.0

区 分 級 区 分 級 区 分 級 区 分 級 区 分 級

課 長 ７ 級 係 長 5 級 主 任 ４ 級 主 事 ２ 級 主 事 補 1 級
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　　エ　期末手当・勤勉手当

　　オ　地　域　手　当

　　カ　その他の手当

＊国の扶養手当は、平成31年度中の経過措置の内容

区 分

支 給 期 別 支 給 率

 支 給 率 計
 
 

　　　　      （月分）

 職制上の段階、職務の
 級等による加算措置

備　　　　　　考

６月 １２月

(月分) (月分)

補 正 前

・管理職　2.000
・その他　2.025

・管理職　2.000
・その他　2.025

・管理職　4.00
・その他　4.05 有 給与削減あり

(1.065) (1.065) (2.13)

補 正 後

・管理職　2.000
・その他　2.025

・管理職　2.000
・その他　2.025

・管理職　4.00
・その他　4.05 有 給与削減あり

(1.065) (1.065) (2.13)

国の制度
2.225 2.275 4.50

有
(1.175) (1.175) (2.35)

＊支給期別支給率欄の（　　）内の数字は、再任用職員の支給率

支 給 対 象 地 域 全 地 域

　支　 　 給　  　率 ・管理職　11
・その他　12

（％）

支給対象職員数 ・管理職　1
・その他　6

（人）

 国の指定基準
に基づく支給率 15

　（％）

逗 子 市 国

支給限度　30,000 円 支給限度　28,000 円

区 分
国の制度

との異同

差 異 の 内 容

通 勤 手 当 同 じ （支給限度　55,000 円） （支給限度　55,000 円）

扶 養 手 当 一 部 異 な る

・配偶者　１３，７００ 円
・子又は父母等のうち２人まで

７，６００ 円
（配偶者がいない場合１人まで

１１，０００ 円）
・ 子又は父母等のうち３人目か

ら
６，５００ 円

・配偶者　６，５００ 円
（８級以上　３，５００円）

・子　１０，０００ 円
・父母等　６，５００ 円

（８級以上　３，５００円）
（配偶者がいない場合も

上記同額）

住 居 手 当 一 部 異 な る
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令和元年度 

逗子市後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第１号） 

逗 子 市 





 － 1 － 

議案第68号 

令和元年度逗子市後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第１号） 

令和元年度逗子市の後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるとこ

ろによる。 

なお、今年度の逗子市後期高齢者医療事業特別会計補正予算全体における元号の表示につ

いては、「令和」に統一する。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ352千円を追加し、歳入歳出予算の総額を

歳入歳出それぞれ1,206,552千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

令和元年12月３日提出 

逗子市長 桐ケ谷 覚 



2 152,454 352 152,806

1 一般会計繰入金 152,454 352 152,806

1,206,200 352 1,206,552

第１表　　歳入歳出予算補正

歳　　入

款 計

 千円

項 補正前の額

 千円

繰入金

歳　　入　　合　　計

- 2 -

補　正　額

 千円



1 29,863 352 30,215

1 総務管理費 25,697 352 26,049

1,206,200 352 1,206,552

- 3 -

歳　　出

款 計

 千円

項 補正前の額

 千円

補　正　額

 千円

総務費

歳　　出　　合　　計





令和元年度 

逗子市後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第１号）に関する説明書 

逗 子 市 



 

 



１　総　　括

（歳　　入）

2 繰入金 152,454 352 152,806

1,206,200 352 1,206,552歳　　入　　合　　計

- 1 -

歳入歳出補正予算事項別明細書

款 補正前の額 補　正　額 計

 千円  千円  千円















＊職員数欄の（　　）内の数字は、短時間勤務職員の人数（外数）

（単位　千円）

比    較 0 15 90 13

0 906 90 141

補 正 前 0 891 0 128

(0)

職員手当

の 内 訳

区　　分 扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当 期末勤勉手当

739

(0)

比    　較
0

0 132 166 298 54 352

(0)

補 正 前
2

0 7,417 4,693 12,110 2,438 14,548

備　　考報　　　酬
　　　　　（千円）

職 員 手 当
　　　　　（千円）

計
　　　　 （千円）

補 正 後
2

0 7,549 4,859 12,408

（１）総　　　括

区　　分
職員数

　　 （人）

給　　　　与　　　　費
共 済 費

　　　　　（千円）

合　　計
　　　　　（千円）

１　一　般　職

給　　与　　費　　明　　細　　書

補 正 後

2,492 14,900

給　　　料
　　　　（千円）

時間外勤務手当

2,983

739 2,935

0 48

- 8 -



　　（２）給料及び職員手当の増減額の明細

職員数の増減状況

調整等

人 人 人

（ 0 ） ( 0 ) （ 0 ）

人 人 人

（ 0 ） ( 0 ) （ 0 ）

人 人 人

（ ） ( 0 ) （ ）

調整等

時 間 外 勤 務 手 当

通 勤 手 当 13

管 理 職 手 当

地 域 手 当 15

住 居 手 当 90

増減分 に伴う計数の 扶 養 手 当 期 末 勤 勉 手 当 48

166 その他の 166 職員配置・異動 増減額（千円） 増減額（千円）

0

職
　
員
　
手
　
当

（その他）
す る 職 員 数

0 2

前 年 度 2 0 2

132 職員配置・異動

)給
　
　
　
　
　
料

132 その他の

区 分 増  減  額
　　　　 （千円）

増 減 事 由 別 内 訳
　　　  　　　　　　     　（千円）

説    明 備　　　　　　　　　　　　　　　　　考

増 減 0 0

0

0

2

（計）

本 年 度

増減分 に伴う計数の

  ( 現 に 在 職
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　　（３）給料及び職員手当の状況

　　ア　職員一人当たり給与

　　イ　初　　任　　給

高 校 卒 155,800 150,600

大 学 卒 182,700 182,200

短 大 卒 167,600 160,100

平 均 給 与 月 額 （ 円 ） 343,392

平 均 年 齢 （ 歳 ） 40.5

平 均 給 与 月 額 （ 円 ） 353,360

平 均 年 齢 （ 歳 ） 41.5

区　　　　　　　　　　　　　　　　分 一 般 行 政 職 （ １ ）

30 年 10 月 1 日 現 在

平 均 給 料 月 額 （ 円 ） 306,600

区　　　分 一般行政職（１）
　　　　　　　　　　（円）

国の制度

一般行政職（１）
　　　　　　　　　　（円）

元 年 10 月 1 日 現 在

平 均 給 料 月 額 （ 円 ） 315,500

- 10 -



　　ウ　級別職員数

（級別の基準となる職務）

５ 級 主 事 3 級

級

1 50.0

１ 級 0 0.0

計 2 100.0

４ 級 0 0.0

３ 級 0 0.0

６ 級 0 0.0

５ 級 1 50.0

８ 級 0 0.0

７ 級 0 0.0

１ 級 0 0.0

計 2 100.0

３ 級 1 50.0

２ 級 0 0.0

５ 級 1 50.0

４ 級 0 0.0

区　　　　　分
一般行政職（１）

級 職員数（人） 構成比（％）

７ 級 0 0.0

区 分 級 区 分

専任主査

30 年 10 月 1 日 現 在

２ 級

元 年 10 月 1 日 現 在

８ 級 0 0.0

６ 級 0 0.0
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　　エ　期末手当・勤勉手当

　　オ　地　域　手　当

　　カ　その他の手当

＊国の扶養手当は、平成31年度中の経過措置の内容

通 勤 手 当 同 じ （支給限度　55,000 円） （支給限度　55,000 円）

扶 養 手 当 一 部 異 な る

・配偶者　１３，７００ 円
・子又は父母等のうち２人まで

７，６００ 円
（配偶者がいない場合１人まで

１１，０００ 円）
・ 子又は父母等のうち３人目か

ら
６，５００ 円

支給限度　30,000 円 支給限度　28,000 円

・配偶者　６，５００ 円
（８級以上　３，５００円）

・子　１０，０００ 円
・父母等　６，５００ 円

（８級以上　３，５００円）
（配偶者がいない場合も

上記同額）

差 異 の 内 容

 国の指定基準
に基づく支給率 15

　（％）

国

住 居 手 当 一 部 異 な る

逗 子 市

区 分
国の制度

との異同

　支　 　 給　  　率 ・管理職　11
・その他　12

（％）

支給対象職員数 ・管理職　0
・その他　2

（人）

(1.175) (1.175) (2.35)

＊支給期別支給率欄の（　　）内の数字は、再任用職員の支給率

支 給 対 象 地 域 全 地 域

給与削減あり

(1.065) (1.065) (2.13)

国の制度
2.225 2.275 4.50

有

有 給与削減あり

(1.065) (1.065) (2.13)

補 正 後

・管理職　2.000
・その他　2.025

・管理職　2.000
・その他　2.025

・管理職　4.00
・その他　4.05 有

１２月

(月分) (月分)

・管理職　2.000
・その他　2.025

・管理職　2.000
・その他　2.025

・管理職　4.00
・その他　4.05

区 分

支 給 期 別 支 給 率

 支 給 率 計
 
 

　　　　      （月分）

 職制上の段階、職務の
 級等による加算措置

６月

備　　　　　　考

補 正 前
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令和元年度 

逗 子 市 介 護 保 険 事 業 特 別 会 計 補 正 予 算 （ 第 ３ 号 ） 

逗 子 市 





 － 1 － 

議案第69号 

令和元年度逗子市介護保険事業特別会計補正予算（第３号） 

令和元年度逗子市の介護保険事業特別会計補正予算（第３号）は、次に定めるところによ

る。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ4,535千円を追加し、歳入歳出予算の総額

を歳入歳出それぞれ6,740,621千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

令和元年12月３日提出 

逗子市長 桐ケ谷 覚 



7 1,054,415 4,535 1,058,950

1 一般会計繰入金 1,006,049 4,535 1,010,584

6,736,086 4,535 6,740,621

第１表　　歳入歳出予算補正

歳　　入

款 計

 千円

項 補正前の額

 千円

繰入金

歳　　入　　合　　計

- 2 -

補　正　額

 千円



1 138,925 4,456 143,381

1 総務管理費 72,613 4,456 77,069

3 387,331 79 387,410

1 地域支援事業費 387,331 79 387,410

6,736,086 4,535 6,740,621

補正前の額

 千円

補　正　額

 千円

総務費

地域支援事業費

歳　　出　　合　　計

- 3 -

歳　　出

款 計

 千円

項





令和元年度 

逗子市介護保険事業特別会計補正予算（第３号）に関する説明書 

逗 子 市 



 

 

 



１　総　　括

（歳　　入）

7 繰入金 1,054,415 4,535 1,058,950

6,736,086 4,535 6,740,621歳　　入　　合　　計

- 1 -

歳入歳出補正予算事項別明細書

款 補正前の額 補　正　額 計

 千円  千円  千円















＊職員数欄の（　　）内の数字は、短時間勤務職員の人数（外数）

（単位　千円）

給　　与　　費　　明　　細　　書

１　一　般　職

（１）総　　　括

区　　分 職　員　数
　　　　　　（人）

給　　　　与　　　　費

共 済 費
　　　　　（千円）

合　　計
　　　　　（千円）

備　　考報　　　酬
　　　　　（千円）

給　　　料
　　　　（千円）

職 員 手 当
　　　　　（千円）

計
　　　　 （千円）

補 正 後
10

0 39,773 29,241 69,014 14,025 83,039
(0)

補 正 前
10

0 38,195 27,131 65,326 13,178 78,504
(0)

比    　較
0

0 1,578 2,110 3,688 847 4,535
(0)

職員手当

の 内 訳

区　　分 扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当 管理職手当

852

852

補 正 後 788 4,910 1,780 1,276 30

235 0

4,676 1,620 1,041 30

0

補 正 前 408

区　　分 時間外勤務手当 期末勤勉手当

比    較 380 234 160

補 正 後 3,964 15,641

補 正 前 3,164 15,340

比    較 800 301
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　　（２）給料及び職員手当の増減額の明細

職員数の増減状況

調整等

人 人 人

（ 0 ） ( 0 ) （ 0 ）

人 人 人

（ 0 ） ( 0 ) （ 0 ）

人 人 人

（ ） ( 0 ) （ ）

調整等

区 分 増  減  額
　　　　 （千円）

増 減 事 由 別 内 訳
　　　  　　　　　　     　（千円）

説    明 備　　　　　　　　　　　　　　　　　考

給
　
　
　
　
　
料

1,578 その他の 1,578 職員配置・異動

増減分 に伴う計数の

  ( 現 に 在 職 ) （その他） （計）
す る 職 員 数

本 年 度 10 0 10

前 年 度 12 △ 2 10

増 減 △ 2 2 0

0 0

職
　
員
　
手
　
当

2,110 その他の 2,110 職員配置・異動 増減額（千円） 増減額（千円）

増減分 に伴う計数の 扶 養 手 当 380 時間外勤務手当 800

地 域 手 当 234 期 末 勤 勉 手 当 301

住 居 手 当 160

通 勤 手 当 235

特 殊 勤 務 手 当

管 理 職 手 当
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　　（３）給料及び職員手当の状況

　　ア　職員一人当たり給与

　　イ　初　　任　　給

区　　　　　　　　　　　　　　　　分 一 般 行 政 職 （ １ ）

元 年 10 月 1 日 現 在

平 均 給 料 月 額 （ 円 ） 334,463

平 均 給 与 月 額 （ 円 ） 382,367

平 均 年 齢 （ 歳 ） 44.9

30 年 10 月 1 日 現 在

平 均 給 料 月 額 （ 円 ） 296,386

平 均 給 与 月 額 （ 円 ） 335,411

平 均 年 齢 （ 歳 ） 39.4

区　　　分 一般行政職（１）
　　　　　　　　　　（円）

国の制度

一般行政職（１）
　　　　　　　　　　（円）

高 校 卒 155,800 150,600

短 大 卒 167,600 160,100

大 学 卒 182,700 182,200
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　　ウ　級別職員数

（級別の基準となる職務）

区　　　　　分
一般行政職（１）

級 職員数（人） 構成比（％）

元年10 月 1 日 現在

８ 級 0 0.0

７ 級 1 10.0

６ 級 1 10.0

５ 級 3 30.0

４ 級 2 20.0

３ 級 1 10.0

２ 級 2 20.0

１ 級 0 0.0

計 10 100.0

30 年10 月1 日 現在

８ 級 0 0.0

７ 級 1 8.3

６ 級 1 8.3

５ 級 2 16.7

４ 級 2 16.7

３ 級 1 8.3

２ 級 3 25.0

１ 級 2 16.7

計 12 100.0

区 分 級 区 分 級 区 分 級 区 分 級 区 分 級 区 分 級

課 長 ７ 級 副 主 幹 6 級
専任主査

主 査
5 級 主 任 4 級 主 事 3 級 主 事 2 級
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　　エ　期末手当・勤勉手当

　　オ　地　域　手　当

　　カ　その他の手当

＊国の扶養手当は、平成31年度中の経過措置の内容

区 分

支 給 期 別 支 給 率

 支 給 率 計
 
 

　　　　      （月分）

 職制上の段階、職務の
 級等による加算措置

備　　　　　　考

６月 １２月

(月分) (月分)

補 正 前

・管理職　2.000
・その他　2.025

・管理職　2.000
・その他　2.025

・管理職　4.00
・その他　4.05 有 給与削減あり

(1.065) (1.065) (2.13)

補 正 後

・管理職　2.000
・その他　2.025

・管理職　2.000
・その他　2.025

・管理職　4.00
・その他　4.05 有 給与削減あり

(1.065) (1.065) (2.13)

国の制度
2.225 2.275 4.50

有
(1.175) (1.175) (2.35)

＊支給期別支給率欄の（　　）内の数字は、再任用職員の支給率

支 給 対 象 地 域 全 地 域

　支　 　 給　  　率 ・管理職　11
・その他　12

（％）

支給対象職員数 ・管理職　1
・その他　9

（人）

 国の指定基準
に基づく支給率 15

　（％）

逗 子 市 国

支給限度　30,000 円 支給限度　28,000 円

区 分
国の制度

との異同

差 異 の 内 容

通 勤 手 当 同 じ （支給限度　55,000 円） （支給限度　55,000 円）

扶 養 手 当 一 部 異 な る

・配偶者　１３，７００ 円
・子又は父母等のうち２人まで

７，６００ 円
（配偶者がいない場合１人まで

１１，０００ 円）
・ 子又は父母等のうち３人目か

ら
６，５００ 円

・配偶者　６，５００ 円
（８級以上　３，５００円）

・子　１０，０００ 円
・父母等　６，５００ 円

（８級以上　３，５００円）
（配偶者がいない場合も

上記同額）

住 居 手 当 一 部 異 な る
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－1－ 

 

議案第70号 

 

令和元年度逗子市下水道事業会計補正予算（第２号） 

 

令和元年度逗子市の下水道事業会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 

 （収益的収入及び支出） 

第１条 令和元年度逗子市下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収

益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 

（ 科 目 ） （ 既 決 予 定 額 ） （ 補 正 予 定 額 ） （ 計 ） 

収入 

第１款 下水道事業収益 1,926,505千円 3,063千円 1,929,568千円 

 第２項 営業外収益 1,000,721千円 3,063千円 1,003,784千円 

支出 

第１款 下水道事業費用 2,096,700千円 3,063千円 2,099,763千円 

第１項 営業費用 1,992,846千円 3,292千円 1,996,138千円 

第３項 特別損失 3,237千円 △229千円 3,008千円 

 （資本的収入及び支出） 

第２条 予算第４条に定めた資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 

（ 科 目 ） （ 既 決 予 定 額 ） （ 補 正 予 定 額 ） （ 計 ） 

収入 

第１款 資本的収入 561,616千円 △219千円 561,397千円 

 第２項 他会計補助金 293,518千円 △219千円 293,299千円 

支出 

第１款 資本的支出 764,315千円 △219千円 764,096千円 

第１項 建設改良費 310,171千円 △219千円 309,952千円 

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第３条 予算第９条に定めた経費の金額を次のように改める。 

 （ 既 決 予 定 額 ） （ 補 正 予 定 額 ） （ 計 ） 

（1）職員給与費 55,933千円 2,373千円 58,306千円 

 （他会計からの補助金） 



 

－2－ 

 

第４条 予算第10条中「307,883千円」を「310,727千円」に改める。 

 

令和元年12月３日提出 

 

逗子市長 桐ケ谷  覚  
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